
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 0 0

決定額 0 0

電話番号：058-272-1111(内3554)

E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　県では、子どもの貧困対策のひとつとして、学習支援事業や子ども食堂等の子どもの居
場所づくりを推進しているところである。
　しかし、県内での子どもの居場所は地域によって偏りがあり、十分に子どもの貧困対策
が進んでいない。
　また、学習支援事業や子ども食堂等を新たに開設しようとする運営団体、あるいは既に
実施している団体において、運営のノウハウや子どもとの関わり方についての不安を抱え
ており、試行錯誤しながら運営している現状がある。
  学習支援事業についても、支える人材の確保について常に課題を抱えているところであ
る。
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1,000

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

900
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0

一　般
財　源
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予 算 要 求 資 料

令和６年度当初予算 支出科目 款：民生費　項：児童福祉費　目：母子福祉費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

0

0

0 0 0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

1,000

1,000

   　①学習支援ボランティアのマッチング
　　    ・学習支援の人材不足を解消するため、学習支援のボランティアを希望す
          る人とボランティアを募集している団体を繋ぎ、支える人材を育て確保
          する。
　    ②子ども支援アドバイザー事業
　　    ・子どもの居場所（学習支援や子ども食堂等）や子ども宅食を新たに始め
          ようとする者や、既に実施している者を対象に、県がそれぞれの分野に
          おけるアドバイザーを派遣し支援を行う。また、アドバイザー同士の専
          門性を高めるため、アドバイザー会議を実施し困難事例を共有する。
　     ③子どもの貧困対策連携推進会議
　　     ・子どもの貧困対策を推進するため、子どもの貧困対策アクションプラ
           ン等に関して、学識経験者及び関係団体等から意見を聴き、施策の参
　　　　　 考とする。

 子どもの学習支援等強化事業費

(前年度予算額： 9001,000１ 事 業 費 千円)

健康福祉部　子ども・女性局　子供家庭課  子ども支援係  



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　子どもの居場所の運営や子どもとの関わり方については多くの不安を抱えており、試行
錯誤しながら運営している現状があり、子どもの居場所づくりが必要であることから妥当
である。
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（２）後年度の財政負担

３ 事業費の積算 内訳

（３）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

1,000

事業内容の詳細

アドバイザー報酬、貧困対策連携推進会議報酬

費用弁償

事務用品等

会議お茶代

事例集印刷

通信運搬費等

会場借上料

事業内容

404

209

消耗品費

会議費

旅費

　第４次岐阜県少子化対策基本計画
　　第４章.Ⅳ　子育てにやさしい社会づくり（４）子どもの貧困対策の推進

印刷製本費

役務費

使用料及び
賃借料

合計

金額

　    無

　子どもの居場所（学習支援、子ども食堂等）づくりや子ども宅食の推進においては不可
欠の事業であり、継続して実施していく必要がある。

　    10／10

報償費



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(H29) 実績

- 15

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　子どもの貧困対策の一つとして、学習支援事業や子ども食堂等の子どもの居場所づ
くりを推進するために、子どもの居場所運営経験者や有識者をアドバイザーとして任
命し、県内での子どもの居場所の増加の促進をする。
　終期までに、アドバイザー派遣回数を増やし、新たな子どもの居場所や子ども宅食
を開設する運営団体の増加を図る。

①アドバイザー派
遣回数 15 20

目標 目標 (R ) 達成率

20 75%

指標名
R5年度 R6年度 終期目標

（これまでの取組内容と成果）

　子ども支援する運営団体に対してアドバイザーを派遣し、学習支援のボラン
ティアと運営団体とのマッチングを実施。
　また、子どもの貧困対策連携推進会議やアドバイザー会議の開催を実施し子ど
もの居場所づくりの推進を図った。
　アドバイザーの派遣により、すでに運営している団体において課題の解決につ
ながったほか、実際子ども食堂事業を始めた団体がある。

令
和
３
年
度

　学習支援や子ども食堂の実施を予定、運営している団体に対し、依頼内容に
沿ったアドバイザーを派遣した。併せて、アドバイザー会議の開催により子ども
の居場所づくりの推進を図った。
　結果、子どもの居場所を運営するに至った団体がある。

指標① 目標：１０ 実績： １８ 達成率： １８０ ％

令
和
４
年
度

　子ども食堂を始めたいと考える団体等に対し、どのような場所ややり方で実施
を予定しているかなど、聞き取りをしたうえで、より適当と思われるアドバイ
ザーを派遣し、子どもの居場所づくりの推進を図った。

指標① 目標：１０ 実績： １５ 達成率：　１５０ ％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

(評価) 　効率化を図るために、電子データでの書類送付等を行っているが、状況の
変化があれば必要に応じて見直すこととする。

２

（事業の評価）

２ 事業の評価と課題

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　子ども食堂事業に関するアドバイザーが少ないため、子ども食堂に関するアドバイ
ザーの選任を推進していく。また、学習支援を支援する市町村の増加を目指す。
　困難を抱える子どもに対する支援のネットワークが県内各市町村に形成されるま
で、事業を継続する。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

（今後の課題）

　子ども食堂等を支援する市町村数は増加したが、学習支援を支援する市町村数が伸
び悩んでいる。学習支援の増加を図りたい。

(評価) 　平成30年度の国民生活基礎調査によると子どもの貧困率は13.5％と高い。
貧困の連鎖を断ち切るためにも、市町村と連携して子どもの居場所づくりや
子ども宅食を推進する必要がある。３

(評価) 　学習支援や子ども食堂等を支援する市町村数は増加しているが、来年度以
降はさらなる増加を目標とする。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている


